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世帯の中で、現在生計中心者（生計維持者）である 

または離職時、廃業時に生計中心者だった 

離職・自営業の廃業から 

２年以内（やむを得ない事

情の場合は４年以内）  1⃣ 

自営業者で取引先の休業など

の事情によって減収した（個人

的な事情ではない）     3 ⃣ 

会社員等の被雇用者で勤務先の

休業などの事情によって減収した

（個人的な事情ではない）   2⃣ 

 

他の住居確保を支援する制度等を利用していない 

働く意欲があり、医師などから仕事に就くことを 

禁止されたり制限をかけられたりしていない 

申請の時点で、富士見市の定める収入要件およ 

び資産要件の金額（別表 1）を超えていない 

対象外（受給不可） 

対象外（受給不可） 

＊申請月、申請日の状態に 

よっては可能な場合がある 

受給の義務である、求職活動

（別表 2）を行う意欲がある 

事業を建て直す意思、意欲がある 

受給の義務である、自立に向けた

活動（別表 2）を行う意欲がある 

経営相談の結果、事業建て直しの

活動を続けることになった 

対象外（受給不可） 

申請対象 

(受給できる可能性あり) 

対象外（受給不可） 

＊事業の立て直しではなく求

職活動（別表 2）を行う意思

があれば申請可能 

この制度を初めて利用する 

対象外（受給不可） 

＊自身の責によらず雇用主か

らの解雇等で離職し、かつ最

後の支給月の翌月から１年

以上経過していれば申請可

能（２０２４年３月３１日まで

に申請し支給が終了された

場合は１年以内でも可能） 

1⃣ 2 ⃣ の方 
3 ⃣ の方 

 はい 

 いいえ 


